
平成15年3月期 個別中間財務諸表の概要 平成14年11月8日

山喜株式会社 大
大阪府

(URL http://www.e-yamaki.co.jp)
責任者役職名 常務取締役 管理部門長
氏            名 北  英  雄 ＴＥＬ （06）6764－2211（代表）

決算取締役会開催日 平成14年11月8日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株）

１．14年9月中間期の業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日）
（１）経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
14年9月中間期 ( ） ( ） ( ）
13年9月中間期 ( ） ( ） ( ）

百万円 ％ 円 銭
14年9月中間期 （ ）
13年9月中間期 （ ）

（注） ①期中平均株式数 14年9月中間期 株
13年9月中間期 株
14年3月期 株

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況

円 銭
14年9月中間期 0 0
13年9月中間期 0 0

0 円 0 銭

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
14年9月中間期
13年9月中間期

（注） ①期末発行済株式数 14年9月中間期 株
13年9月中間期 株
14年3月期 株

②期末自己株式数 14年9月中間期 株
13年9月中間期 株
14年3月期 株

２．15年3月期の業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

(参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 12円  44銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は添付資
料３ページをご参照下さい。
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期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

流動資産 10,250,216 62.8 11,273,368 65.2 10,042,462 61.5
1,366,171 1,250,154 1,225,488
479,050 369,236 287,913
2,122,557 2,434,645 2,024,829
3,871,778 3,946,848 3,918,816
33,750 41,718 36,790
57,868 60,554 50,441
1,847,738 2,250,725 1,950,814
464,330 905,321 557,472
46,970 35,063 27,696
△ 40,000 △ 20,900 △ 37,800

固定資産 6,083,803 37.2 6,026,413 34.8 6,286,072 38.5
有形固定資産 3,944,707 24.1 3,733,548 21.6 4,013,268 24.6

1,743,709 1,699,605 1,804,272
54,100 58,126 57,872
6,951 3,901 6,776
1,773 2,010 1,832
71,764 109,939 76,106
2,066,408 1,859,963 2,066,408

無形固定資産 390,420 2.4 403,300 2.3 396,466 2.4
354,195 354,195 354,195
29,998 42,878 36,044
6,227 6,227 6,227

投資その他の資産 1,748,675 10.7 1,889,564 10.9 1,876,338 11.5
259,342 295,026 292,551
410,375 410,304 410,304
1,260,635 1,187,755 1,271,520
66,361 236,982 219,690
1,452 3,012 2,239
188,985 266,247 215,811
△ 438,477 △ 509,764 △ 535,778

16,334,019 100.0 17,299,781 100.0 16,328,535 100.0

３－１．中間貸借対照表

当中間期末 前中間期末 前期末
（単位：千円 千円未満切捨）

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）

（資産の部）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
器 具 備 品
土 地

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 有 価 証 券

そ の 他
貸 倒 引 当 金

資産合計

関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破産更生債権等
長 期 前 払 費 用
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期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

8,142,411 49.8 5,946,688 34.4 6,482,551 39.7
1,531,506 1,900,065 1,272,467
1,058,327 1,225,355 872,540
1,485,000 - -
3,827,000 2,500,000 4,080,000
58,987 142,758 99,942
2,645 3,800 7,600
- 42,892 19,109

62,872 55,322 63,154
15,834 24,156 16,420
50,000 - -
45,000 44,500 45,000
5,237 7,838 6,316

367,636 2.3 3,589,225 20.7 2,174,344 13.3
- 1,726,000 1,602,000

100,000 1,500,000 300,000
9,372 8,427 10,400
179,638 258,465 179,638
73,919 86,657 77,479
4,706 9,676 4,826

8,510,047 52.1 9,535,914 55.1 8,656,895 53.0

- - 2,940,997 17.0 2,940,997 18.0
- - 3,076,470 17.8 3,076,470 18.9
- 2,946,470 2,946,470
- 130,000 130,000
- - 356,000 2.0 250,000 1.5
- - 1,378,761 8.0 1,390,230 8.5
- 1,000,000 1,000,000
- 378,761 -
- - 390,230
- (84,739) (179,270)

- - 11,637 0.1 14,362 0.1

- - - - △ 420 △0.0

2,940,997 18.0 - - - -
2,946,470 18.0 - - - -
2,946,470 - -
1,674,281 10.3 - - - -
130,000 - -
1,000,000 - -
544,281 - -
(154,051) - -
250,000 1.5 - - - -

12,942 0.1 - - - -

△ 720 △ 0.0 - - - -

7,823,971 47.9 7,763,866 44.9 7,671,640 47.0

16,334,019 100.0 17,299,781 100.0 16,328,535 100.0負債及び資本合計

資本合計

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

自 己 株 式

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

（ う ち 中 間 純 利 益 ）

剰 余 金
別 途 積 立 金
中 間 未 処 分 利 益
当 期 未 処 理 損 失

法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金
再 評 価 差 額 金

負債合計

（資本の部）
資 本 金

再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債

預 り 金
賞 与 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
そ の 他

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金

短 期 借 入 金
1年内償還予定転換社債

（平成14年9月30日現在） （平成13年9月30日現在） （平成14年3月31日現在）

（負債の部）

（単位：千円 千円未満切捨）
当中間期末 前中間期末 前期末

（うち中間(当期）純損失）

利 益 準 備 金
別 途 積 立 金
中 間 未 処 分 利 益

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

その他有価証券
評 価 差 額 金
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期別

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
6,613,550 100.0 8,137,919 100.0 13,156,435 100.0

4,793,638 72.5 6,274,547 77.1 9,978,451 75.8
- - 15,500 0.2 15,000 0.1

1,819,911 27.5 1,878,872 23.1 3,192,983 24.3

1,617,635 24.5 1,837,524 22.6 3,342,669 25.4

202,276 3.0 41,347 0.5 - -
- - - - 149,685 △ 1.1

営業外収益 61,431 0.9 45,316 0.5 94,377 0.7
42,351 20,640 41,918
19,079 24,675 52,458

営業外費用 94,754 1.4 100,594 1.2 112,808 0.9
48,936 39,035 77,646
45,818 61,559 35,162

168,952 2.5 - - - -
- - 13,930 △ 0.2 168,117 △ 1.3

特別利益 30,470 0.5 5,527 0.1 66,169 0.5
22,943 - -
7,526 5,527 19,330
- - 12,641
- - 34,197

特別損失 44,516 0.7 72,536 0.9 148,549 1.1
32,000 48,000 52,000
6,797 6,797 13,594
5,000 10,400 4,200
719 4,625 44,730
- - 28,883
- 2,714 5,141

154,906 2.3 - - - -
- - 80,939 △ 1.0 250,497 △ 1.9

855 0.0 3,800 0.0 7,600 0.1
- - - - △ 78,827 △ 0.6

154,051 2.3 - - - -
- - 84,739 △ 1.0 179,270 △ 1.4

390,230 463,501 463,501

- - 106,000

544,281 378,761 390,230

関係会社債権貸倒引当金繰入額

会 員 権 評 価 損
固 定 資 産 除 却 損

３－２．中間損益計算書

（単位：千円 千円未満切捨）

当中間期 前中間期 前期
自平成14年4月  1日 自平成13年4月  1日 自平成13年4月  1日
至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 至平成14年3月31日

売 上 高

売 上 総 利 益

売 上 原 価
返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
営 業 損 失

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他

支 払 利 息
そ の 他

経 常 利 益
経 常 損 失

会 員 権 売 却 損

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

投 資 有 価 証 券 売 却 益

退職給付会計基準変更時差異償却

税 引 前 中 間 純 利 益

転 換 社 債 買 入 消 却 益
退職給付過去勤務債務消却益
固 定 資 産 売 却 益

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

再 評 価 差 額 金 取 崩 額
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1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 … 移動平均法による原価法
その他有価証券
   時価のあるもの … 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ
　                           り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
   時価のないもの … 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による低価法

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産　…　定率法。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法

             と同一の基準によっております。
（2）無形固定資産　…　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく

             定額法
3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
（2）賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しておりま
す。
（3）返品調整引当金
中間期末日後の返品損失に備えて過年度の返品実績に基づき、返品損失の見込額を計上しており
ます。
（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、5年による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定
額法により、翌期から費用処理しております。
過去勤務債務は、一括して費用（又は費用の減額）処理することとしております。

4.外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
5.ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建予定取引
（3）ヘッジ方針
主に商品の輸入取引に係る為替の変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引を利用することとして
おり、１年を超える長期契約は行わない方針であります。
（4）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその
後も継続して為替変動が相殺されていることを確認することにより、有効性の評価を行っております。
（5）その他
為替予約取引の契約は企画業務部の依頼に基づき、財経部が取引の実行及び管理を行っておりま
す。

6.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

（追加情報）
  当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）
を適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響はありません。
   なお、中間財務諸表規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表規則により作成しております。
   これに伴い、前中間期において流動資産の「その他」に含まれていた自己株式（前中間期146千円）
は、当中間期においては資本に対する控除項目としております。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
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（貸借対照表に関する注記事項）
当中間期末 前中間期末 前期末

1．有形固定資産減価償却累計額 2,538,164 千円 2,427,538 千円 2,471,938 千円
2．受取手形割引高 373,197 千円 704,820 千円 456,103 千円
3．保証債務 1,649,963 千円 1,899,130 千円 1,799,636 千円
4. 期末日満期手形
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前中間期
及び前期の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

当中間期末 前中間期末 前期末
受取手形 － 千円 4,526 千円 － 千円
割引手形 － 千円 43,667 千円 17,748 千円
支払手形 － 千円 38,883 千円 30,306 千円

（損益計算書に関する注記事項）

当中間期の法人税、住民税及び事業税には、住民税の過納付額の還付税額1,790千円が含まれております。
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